
 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　・商品、原材料及び貯蔵品
　　　　最終仕入原価法による原価法によっている。
　　・製品及び仕掛品
　　　　売価還元原価法による原価法によっている。
（２）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産、無形固定資産
　　　　定額法によっている。
　　・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
　　・長期前払費用
　　　　定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　　・退職給付引当金
　　　　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生してい
ると認められる額を計上している。
　　・賞与引当金　　
　　　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。
（４）消費税等の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
　退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び、
静岡県社会福祉事業共済会の退職共済制度によっている。

 5. 法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
（１）法人全体の財務諸表（第１号の１様式、第２号の１様式、第３号の１様式）
（２）事業区分別内訳表（第１号の２様式、第２号の２様式、第３号の２様式）
　　　　当法人では、事業区分が社会福祉事業のみのため、作成を省略する。
（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式）
（４）公益事業における拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式）
　　　　当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。
（５）収益事業における拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式）
　　　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
（６）各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　　　①法人本部拠点区分
　　　  ②沼津のぞみの里拠点区分
          ア　障害者入所支援
          イ　生活介護
          ウ　短期入所
          エ　地域生活支援
        ③ こげら拠点区分
　      　ア　一般相談事業
　　      イ　特定相談事業
　　      ウ　児童相談事業
　　      エ　県・市等委託事業
        ④ 沼津のぞみの園拠点区分 
　      　ア　生活介護
　      　イ　地域生活支援
　    　⑤のぞみの家拠点区分
　      　ア　共同生活援助（グループホーム）
　    　⑥沼津市立あしたか学園拠点区分
　      　ア　障害児入所支援
　      　イ　短期入所
　      　ウ　地域生活支援
　    　⑦いずみ拠点区分
　      　ア　生活介護
　　      イ　地域生活支援
　　    ⑧ビーンズ拠点区分
　　      ア　生活介護
　　      イ　地域生活支援
　      ⑨エンゼルらんぷ拠点区分
　        ア　就労継続支援Ｂ型
　　　　　イ　生活介護
      　⑩ミルキーウェイ拠点区分
        　ア　生活介護
        　イ　障害児通所支援

財務諸表に対する注記(法人全体用)



        　ウ　短期入所支援
　        エ　地域生活支援
　　　　⑪こころみファーム拠点区分
　　　　　ア　就労継続支援Ｂ型
　　　　⑫ポンポコの家
　　　　　ア　障害児通所支援
　　　　　イ　地域生活支援

 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 会計基準第3章第4(4)及び(6)の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 8. 担保に供している資産
担保に供されている資産は、以下のとおりである。  
            土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40,775,168円                  
             
　　　　　　建物（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　　　　 　861,591,406円  
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 902,366,574円 
担保に供している債務の種類および金額は、以下のとおりである。                   
　　　　　　設備資金借入金（１年以内返済予定額含を含む　）　     114,410,000円 
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　114,410,000円

 9. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

(単位:円)

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

徴収不能引当金の当期末残高

該当なし
帳簿価額 時価 評価損益

529,088,773

7,551,631 6,700,182

種類及び銘柄

138,802,054

0
0
0

債権の当期末残高
137,154,904
1,647,150

1,613,268,922

137,154,904
1,647,150

138,802,054

小計
その他の固定資産

合計 1,084,180,149

事業未収金
未収金

合計

債権額

11,407,116

17,340,424
25,485,930
3,726,513
26,641,505
26,138,332

114,401,297

66,214,234

19,287,320
46,756,189
15,133,629
92,855,739
102,787,248

301,183,781
14,251,813

1,946,896
21,270,259

76,648,916

186,782,484

969,778,852

8,368,411

基本財産
建物
建物附属設備

小計
その他の固定資産
建物

335,300,521
7,005,768

342,306,289

1,743,432

1,312,085,141

10,111,843
建物附属設備
構築物
機械及び装置
車輌運搬具
器具及び備品

合計

20,886,613
1,000,000

1,094,449,581

取得価額 当期末残高

1,285,944,202
26,140,939

1,083,821,463

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
92,042,611
980,520,357

21,000,000

0
29,876,676
1,751,442

0
31,628,118

950,643,681
19,135,171

減価償却累計額

基本財産の種類
土地
建物
建物附属設備
定期預金

21,000,000
0
0
0

113,042,611
950,643,681
19,135,171
1,000,000


